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1．失業率は 2 ヵ月連続で悪化 

総務省が 8月 30 日に公表した労働力調査によると、7月の完全失業率は前月から 0.1 ポイント上

昇し 4.7％となった（QUICK 集計・事前予想：4.6％、当社予想は 4.7％）。 

就業者数は前年比▲0.3％（6月：同 0.1％）と 4ヵ月連続ぶりに減少した。自営業主・家族従業

者の減少幅は縮小したが、比較的高い伸びとなっていた雇用者数が前年比▲0.2％（6月：同 1.1％）

と 4 ヵ月ぶりに減少したことが響いた。失業者数は 292 万人（前年比 23 万人の減少）となり、14

ヵ月連続で前年の水準を下回ったが、季節調整値で見ると 2ヵ月連続で増加した。 

一方、東日本大震災後、雇用調整助成金の特例が拡充されたことを受けて 3 月、4 月と急増した

雇用調整助成金の申請数は 5月以降、3ヵ月連続で減少している。 
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雇用者数の内訳を産業別に見ると、製造業は 3

ヵ月連続で増加したが、増加幅は 6 月の前年比

21 万人増から同 10 万人増へと縮小し、建設業は

前年比▲2万人減（6月:同 12 万人増）と 3ヵ月

ぶりに減少した。その他の産業では、教育・学

習支援業（6 月：前年比 7万人増→7月：同▲10

万人減）、運輸業・郵便業（6 月：前年比 4 万人

増→7月：同▲5万人減）が前月の増加から減少

へと転じた。 
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（注）09年12月までは全国、10年1月以降は岩手県、宮城県、福島県除き
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２．有効求人倍率は改善傾向継続 

厚生労働省が 8 月 30 日に公表した一般職業紹介状況によると、7 月の有効求人倍率は前月から

0.01 ポイント上昇し 0.64 倍となった(QUICK 集計・事前予想：0.64 倍、当社予想は 0.63 倍)。有効

求人数が前月比 1.6％と 3ヵ月連続で増加する一方、有効求職者数は前月比▲1.2％と 4ヵ月ぶりに

減少した。 

有効求人倍率の先行指標である新規求人倍率は前月から 0.07 ポイント改善の 1.07 倍となった。

新規求人数は前月比 4.0％の高い伸びとなり、震災前（11 年 2 月）の水準を上回った。地域別には、

直接の被災地である東北地方では、震災が発生した 3 月は大きく落ち込んだものの、4 月以降は復

興、復旧に向けた求人の大幅増が続いている。 
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7 月の労働力調査は失業率が 2 ヵ月連続で悪化したことに加え、雇用者数が減少に転じるなど内

容的にも厳しいものとなった。ただし、労働力調査は月々の振れが大きい統計であるため、今月の

結果だけで雇用情勢が悪化に向かっていると判断するのは早計である。労働市場の需給関係を反映

する有効求人倍率が改善基調を維持していること、雇用調整助成金の申請数が減少を続けているこ

となどを考えれば、雇用情勢は依然として厳しいものの、持ち直しの動きは継続していると判断さ

れる。 

 

なお、労働力調査は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県、福島県において調査の実施が

困難となったため、3 月分から当該 3 県を除いた結果が公表されている。参考として公表されてい

る 3県における 7月時点の調査再開状況を見ると、宮城県は 75％の調査区で調査が実施されるよう

になっているが、岩手県では 12.5％にとどまっており、福島県では依然として調査が全く実施され

ていない（3 県合計では 5月：9.1％→6月：23.9％→7月：33.6％）。 

3 県を含めた全国の調査結果が公表されるようになるまでには時間がかかりそうだが、直接の被

災地である3県を除いた労働力調査の結果は雇用情勢の厳しさを過小評価している可能性が高いこ

とには留意が必要である。 
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